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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重合体の溶融物を形成する段階；
　前記重合体の溶融物に超臨界流体を投入して混合組成物を形成する段階；及び
　前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階を含む、
　平均粒径が２０μｍないし３００μｍで、粒径が１０μｍ未満の粒子が１０質量％以下
で、粒径が３００μｍ超過の粒子が１０質量％以下であり、重量平均分子量（Ｍｗ）が５
０，０００ないし３００，０００である重合体粉末の製造方法。
【請求項２】
　前記重合体の溶融物は、重合体を１００℃ないし２９０℃で溶融させて形成される、請
求項１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項３】
　前記混合組成物を形成する段階は、
　前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を投入した後で加圧し、前記重合体の溶融物に前
記超臨界流体を分散させる段階を含む、請求項１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項４】
　前記混合組成物を形成する段階は、
　前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を投入した後、５０ｂａｒないし５００ｂａｒの
圧力になるように加圧する段階である、請求項３に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項５】
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　前記混合組成物は、前記重合体の溶融物１００重量部に対して前記超臨界流体５ないし
１５重量部を投入して形成される、請求項１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項６】
　前記超臨界流体は、二酸化炭素、ヘリウム、窒素、メタン、エタン、プロパン、エチレ
ン、プロピレン、メチレン、及びこれらの組み合わせからなる群から選ばれる少なくとも
一つを含む、請求項１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項７】
　前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階は、
　前記混合組成物を平均口径が０．０１ないし３．０ｍｍのノズルを通じて噴射する段階
である、請求項１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項８】
　前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階は、
　前記混合組成物を噴射と同時に－３０℃ないし３０℃で冷却させる段階である、請求項
１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項９】
　前記重合体と前記重合体粉末の重量平均分子量（Ｍｗ）の差は２００，０００以下であ
る、請求項１に記載の重合体粉末の製造方法。
【請求項１０】
　前記重合体と前記重合体粉末の熱分解温度の差は５０℃以下である、請求項１に記載の
重合体粉末の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重合体粉末及びこの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建築、車両及びフィルターなどに使われる内装材または部品に適用される複合材（Ｔｈ
ｅｒｍｏｐｌａｓｔｉｃ
Ｃｏｍｐｏｓｉｔｅ）は、多様な目的に起因して高分子粉末を含んでもよく、例えば、前
記粉末が纎維に含浸された構造を含んでもよい。このような高分子粉末の場合、粒子の大
きさが小さいほど後続工程が有利であり、粒度分布が狭くて均一な大きさを有するほど多
様な応用性を確保することができる。従来は、ボールミル（ｂａｌｌ ｍｉｌｌ）粉砕方
式または冷凍粉砕方式などを使って、低費用で球形の微粒子を製造しようとした。ただし
、前記冷凍粉砕方式は、粒子の大きさを小さくするために高費用の窒素を使わなければな
らないし、多段階の粉砕過程を経るので、費用及び時間の側面で問題がある。また、この
ような冷凍粉砕方式で製造された最終粒子形態が比較的に尖った破砕模様を持つため、流
動性の側面で不利で、多様な応用性を確保できない問題がある。前記ボールミル（ｂａｌ
ｌ ｍｉｌｌ）粉砕方式の場合、冷凍粉砕よりは粒子の形態が球形に近いが、このような
球形の粒子を得るためには、溶媒に分散させた後で回収する別途工程が必要で、これもま
た費用及び時間の側面で不利であり、製造された粒子の粒度分布が広くて不均一であり、
凝集し易い問題がある。
【０００３】
　したがって、費用及び時間の側面で有利で、製造過程で温度などによる物性変化が少な
い上、粒度分布が狭くて均一で、優れた物性を示す球形の粉末を製造するための方法が必
要な実情である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の一実現例は、粒度分布が狭いながらも粒子の大きさが一定範囲と均一で、優れ
た流動性及び応用性を確保できる重合体粉末を提供する。
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　本発明の他の実現例は、費用及び時間の側面で有利であって、温度などによる物性変化
を最小化することができる前記重合体粉末の製造方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、重合体の溶融物を形成する段階；前記重合体の溶融物に超臨界流体を投入し
て混合組成物を形成する段階；及び前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階
を含む、平均粒径が２０μｍないし３００μｍで、粒径が１０μｍ未満の粒子が１０質量
％以下で、粒径が３００μｍ超過の粒子が１０質量％以下であり、重量平均分子量（Ｍｗ
）が５０，０００ないし３００，０００である重合体粉末の製造方法を提供する。
【０００９】
　前記重合体の溶融物は、重合体を略１００℃ないし略２９０℃で溶融して形成されても
よい。
　前記混合組成物を形成する段階は、前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を投入した後
で加圧し、前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を分散させる段階を含んでもよい。
【００１０】
　前記混合組成物を形成する段階は、前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を投入した後
、略５０ｂａｒないし略５００ｂａｒの圧力になるように加圧する段階であってもよい。
　前記混合組成物は、前記重合体の溶融物１００重量部に対して前記超臨界流体略５ない
し略１５重量部を投入して形成されてもよい。
【００１１】
　前記超臨界流体は、二酸化炭素、ヘリウム、窒素、メタン、エタン、プロパン、エチレ
ン、プロピレン、メチレン、及びこれらの組み合わせからなる群から選ばれる少なくとも
一つを含んでもよい。
　前記混合組成物は、粘度が略１０－３Ｐａ・ｓないし略１０３Ｐａ・ｓであってもよい
。
【００１２】
　前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階は、前記混合組成物を平均口径が
略０．０１ないし略３．０ｍｍのノズルを通じて噴射する段階であってもよい。
　前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階は、前記混合組成物を噴射と同時
に略－３０℃ないし略３０℃で冷却させる段階であってもよい。
【００１３】
　前記重合体と前記重合体粉末の重量平均分子量（Ｍｗ）の差は、略２００，０００以下
であってもよい。
　前記重合体と前記重合体粉末の熱分解温度の差は、略５０℃以下であってもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　前記重合体粉末は、粒度分布が狭いながらも粒子の大きさが小さくて均一であり、優れ
た流動性及び応用性を確保することができる。
　前記重合体粉末の製造方法は、費用及び時間の側面で有利であり、温度などによる物性
変化を最小化ふることで、優れた物性を有する前記重合体粉末を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１Ａ】は本発明の一実現例よって製造された重合体粉末を撮影したＳＥＭ写真である
。
【図１Ｂ】は従来の製造方法によって製造された重合体粉末を撮影したＳＥＭ写真である
。
【図２】本発明の一実現例よって製造された重合体粉末の粒径による粒度分布グラフを示
したものである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
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　以下、本発明の実現例を詳しく説明する。ただし、これは例示として提示されるもので
あって、これによって本発明は制限されないし、本発明は後述する請求項の範疇によって
定義されるだけである。
　本発明の一実現例において、平均粒径が略２０μｍないし略３００μｍで、粒径が略１
０μｍ未満の粒子が略１０質量％以下であり、粒径が略３００μｍ超過の粒子が略１０質
量％以下である重合体粉末を提供する。
【００１７】
　前記重合体粉末は、平均粒径が略２０μｍないし略３００μｍで、前記範囲の平均粒径
を有することで粒子の大きさに基づいて内装建築材及びインテリア装飾材などに適用する
とき、優れた加工性を確保することができる。
　また、前記重合体粉末は、粒径が略１０μｍ未満の粒子と粒径が略３００μｍ超過の粒
子がそれぞれ１０質量％以下のものであって、例えば、略５質量％以下であってもよい。
具体的に、粒径が略１０μｍ未満の粒子は略５質量％以下で、粒径が略３００μｍ超過の
粒子は略１質量％以下であってもよい。前記重合体粉末がこのような粒度分布を有するこ
とで、内装建築材及びインテリア装飾材などに適用するとき、優れた流動性及び成形性を
確保することができる。
【００１８】
　具体的に、前記重合体粉末は、ポリ乳酸（ＰＬＡ）、ポリプロピレン、ポリスチレン、
アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ）、ポリメチルメタクリレート（ＰＭ
ＭＡ）、ポリエチレングリコール（ＰＥＧ）、熱可塑性ポリウレタン（ＴＰＵ）、ポリジ
メチルシロキサン（ＰＤＭＳ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、低密度ポリエチレン
（ＬＤＰＥ）、耐衝撃ポリスチレン（Ｈｉｇｈ
Ｉｍｐａｃｔ Ｐｏｌｙｓｔｙｒｅｎｅ、ＨＩＰＳ）、ポリエチレンオキシド（ＰＥＯ）
、ポリエチレンカーボネート（ＰＥＣ）、ポリヒドロキシアルカン酸（ＰＨＡ）、ポリヒ
ドロキシ酪酸（ＰＨＢ）、及びこれらの組み合わせからなる群から選ばれる少なくとも一
つを含むことができる。
【００１９】
　例えば、前記重合体粉末はポリ乳酸を含んでもよく、この場合、後述する製造方法によ
って前記範囲の平均粒径及び粒度分布を有する重合体粉末を製造し易い。また、前記範囲
の平均粒径及び粒度分布に起因して優れた流動性及び加工性を確保するだけでなく、ポリ
乳酸自体に起因した環境に優しい效果も得られる。
【００２０】
　前記重合体粉末は、重量平均分子量（Ｍｗ）が略１０，０００ないし略３００，０００
であってもよく、例えば、略５０，０００ないし略２００，０００であってもよい。前記
重合体粉末が前記範囲の平均粒径及び粒度分布と共に前記範囲の重量平均分子量（Ｍｗ）
を満たすことで、優れた流動性及び成形性を確保することができると同時に、これを適用
した内装材などが優れた強度を確保することができる。
【００２１】
　前記重合体粉末は、安息角が略４５度未満であってもよく、例えば、略４０度未満であ
ってもよい。前記「安息角」は、粒子化された材料を平面に自然状態で積み上げた時、そ
の傾斜を維持できる最大傾斜角を意味する。具体的に、前記安息角は、平たい水平面に粒
子化された材料を注いで形成された山に対して、山の傾斜面と前記水平面の角度を測定す
る注入安定角度の測定方法で測定され、これに代わって底が平面である容器に作られた穴
を通じて前記材料が排出されながら形成されるカウルヘッドに対して、カウルヘッドの傾
斜面と平面である底面が成す角度を測定する排出安定角度の測定方法で測定されてもよい
。前記重合体粉末が前記範囲の安息角を示すことで、優れた流動性を確保することができ
るし、多様な分野における応用性を確保することができる。
【００２２】
　本発明の他の実現例は、重合体の溶融物を形成する段階；前記重合体の溶融物に超臨界
流体を投入して混合組成物を形成する段階；及び前記混合組成物を噴射して重合体粉末を
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製造する段階を含む、重合体粉末の製造方法を提供する。
【００２３】
　前記重合体粉末の製造方法は、超臨界流体（ＳＣＦ、Ｓｕｐｅｒ
ｃｒｉｔｉｃａｌ ｆｌｕｉｄ）を使うことで、具体的に前記超臨界流体を添加剤として
使うことができる。これにより、前記製造方法は、比較的に低い温度で重合体粉末を製造
することができるため、原料損失を防止することができるし、前記製造方法で製造された
重合体粉末が熱分解特性及び粒度分布、分子量の側面で優れた物性を確保することができ
る。
【００２４】
　具体的に、前記製造方法は重合体の溶融物を形成する段階を含んでもよい。前記重合体
の溶融物は、重合体で構成された原料を一定温度で溶融して形成されるものであって、前
記重合体で構成された原料はペレット（ｐｅｌｌｅｔ）状の粒子であってもよい。
【００２５】
　前記重合体の溶融物は、前記重合体を略１００℃ないし略２９０℃で溶融させて形成す
ることができる。前記重合体が前記範囲の温度で溶融されることで、重合体自体の物性を
損傷することなく、適切な粘度を有するように溶融されてもよい。
【００２６】
　前記重合体の溶融物は、粘度が略１０－３Ｐａ・ｓないし略１０３Ｐａ・ｓであっても
よい。前記重合体の溶融物が前記範囲の粘度を有することで、後続段階で超臨界流体とよ
く混合することができ、優れた加工性を確保することができる。
【００２７】
　前記製造方法は、前記重合体の溶融物に超臨界流体を投入して混合組成物を形成する段
階を含んでもよい。前記超臨界流体は、前記重合体の溶融物が形成された後で投入される
ものであって、これを通じて比較的に低い温度で適切な粘度を有する混合組成物を形成す
ることができる。
【００２８】
　具体的に、前記混合組成物を形成する段階は、前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を
投入した後で加圧し、前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を分散させる段階を含んでも
よい。すなわち、前記混合組成物は、前記重合体の溶融物内に前記超臨界流体が分散した
状態で混合されたものであってもよい。
【００２９】
　この時、前記混合組成物を形成する段階は、前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を投
入した後、略５０ｂａｒないし略５００ｂａｒの圧力になるように加圧する段階であって
もよく、例えば、略５０ｂａｒないし略３００ｂａｒの圧力になるように加圧する段階で
あってもよい。この段階で、圧力が前記範囲を維持するように加圧することで、前記超臨
界流体が前記重合体の溶融物内で均一に分散することができるし、加工に有利な粘度を有
する混合組成物を形成してもよい。
【００３０】
　また、前記混合組成物を形成する段階は、略１００℃ないし略２９０℃で行われてもよ
い。既存には、重合体または高分子原料を溶融させ、噴射などの方法で粒子形状を製造す
る際に、略３００℃以上の高温に温度を昇温させて溶融物の粘度などを調節した。このよ
うに高温で製造過程が進められる場合、原料の損失が大きくなり、製造費用が増加し、製
造された粒子形状の結果物の熱的特性が良くない問題があった。これに関して、前記製造
方法は、前記混合組成物を形成する段階が前記範囲の温度で行われることで、前記重合体
溶融物の物性が損傷されないまま、前記超臨界流体と均一に混合され、適切な粘度を有す
る混合組成物を形成することができ、結果的に、製造された重合体粉末が優れた熱的特性
を示してもよい。
【００３１】
　前記混合組成物を形成する段階は、前記重合体の溶融物が注入されると同時に、前記超
臨界流体が前記重合体の溶融物が投入される段階であってもよい。この時、前記重合体の
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溶融物は略２ないし略１００ｒｐｍの速度で注入され、前記超臨界流体は略０．０１ない
し略４０ｇ／ｌの流量で前記重合体の溶融物が注入されてもよい。前記重合体の溶融物及
び前記超臨界流体が前記範囲の速度及び流量で注入されることで、均一に混合及び分散す
ることが可能であり、このように製造された前記混合組成物が加工に有利な粘度を容易に
確保することができる。
【００３２】
　前記混合組成物は、前記重合体の溶融物１００重量部に対して前記超臨界流体を略５な
いし略１５重量部を投入して形成されてもよい。前記超臨界流体は前記重合体溶融物に対
して微量添加されるもので、前記重合体溶融物が比較的に低い温度でこれと混合され、熱
的特性が変性されない上、加工に有利な点も有する混合組成物を容易に製造することがで
きる。
【００３３】
　前記超臨界流体が前記重合体の溶融物１００重量部対比略５重量部未満に含まれる場合
は、前記混合組成物が加工に有利な粘度を確保しにくい問題があって、略１５重量部を超
過して含まれる場合は超臨界流体の相分離現象が生じる恐れがある。
【００３４】
　前記超臨界流体は、物質固有の臨界温度及び臨界圧力を超過した状態で存在しながら気
体及び液体の属性をいずれも表す流体であって、具体的に二酸化炭素、ヘリウム、窒素、
メタン、エタン、プロパン、エチレン、プロピレン、メチレン、及びこれらの組み合わせ
からなる群から選ばれる少なくとも一つを含んでもよい。例えば、前記超臨界流体は二酸
化炭素を含んでもよく、この場合費用が相対的に安価で、前記重合体の溶融物とよく混合
される長所を確保することができる。
【００３５】
　前記重合体の溶融物に前記超臨界流体を投入して製造された混合組成物は、その粘度が
略１０－３Ｐａ・ｓないし略１０３Ｐａ・ｓであってもよい。前記混合組成物が前記範囲
の粘度を有することで、これを噴射することが容易で、重合体粉末の製造において優れた
加工性を確保することができるし、これによって製造された前記重合体粉末が均一な大き
さ及び狭い粒度分布を有することができる。
【００３６】
　前記製造方法は、前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階を含んでもよい
。具体的に、前記混合組成物は、ノズルを通じて噴射されることができ、具体的に前記ノ
ズルの平均口径が略０．０１ないし略３．０ｍｍであってもよい。前記ノズルの平均口径
が前記範囲を満たすことで前記混合組成物がよく流入されることができ、これより適切な
大きさ及び狭い粒度分布を有する重合体粉末が製造されてもよい。
【００３７】
　具体的に、前記混合組成物は前記ノズルに空気と共に注入された後で噴射されることが
でき、このとき注入される空気の温度は、略２００℃ないし略５００℃で、圧力は略１０
０ｐｓｉないし略１０００ｐｓｉであってもよい。また、前記空気の注入速度は、略１０
m／sないし略５０m／sであってもよい。前記混合組成物が前記範囲の温度、圧力及び注入
速度を満たす空気とともに前記範囲の直径を有するノズルに注入されることで、これを噴
射して製造された重合体粉末が適切な大きさ及び狭い粒度分布を容易に確保することがで
きるし、重合体自体の物性を損傷させない。
【００３８】
　また、前記混合組成物を噴射して重合体粉末を製造する段階は、前記混合組成物を噴射
すると同時に略－３０℃ないし略３０℃の温度で冷却させる段階であってもよい。前記混
合組成物が噴射と同時に前記範囲の温度で冷却されることで、前記重合体粉末の大きさの
均一性が向上されるし、狭い粒度分布を満たすことができる。また、前記重合体粉末が凝
集されずに優れた流動性を確保することができ、球状をよく保つことができる。
【００３９】
　前記重合体粉末の製造方法は、超臨界流体を利用することで比較的に低い温度で適切な
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粘度を確保することができる。これにより、前記製造方法は熱による原料損失を最小化す
ることができるし、原料対比前記重合体粉末の熱的特性及び分子量などの物性の変化が少
ないため、費用及び優れた物性確保の側面で利点を得ることができる。
【００４０】
　具体的に、前記重合体粉末を製造するための原料は重合体であり、前記重合体は重合体
の溶融物を形成する以前の状態を意味する。このとき、前記重合体と前記重合体粉末の重
量平均分子量（Ｍｗ）の差は略２００，０００以下であってもよく、例えば、略１５０，
０００以下であってもよいし、例えば、略５，０００ないし１５０，０００であってもよ
い。前記重量平均分子量（Ｍｗ）の差が小さいほど前記重合体粉末の製造過程で原料の損
失が少ないことを意味し、前記重合体粉末の原料対比重量平均分子量（Ｍｗ）の変化が前
記範囲を満たすことで、前記重合体粉末が重合体自体の特性に起因した優れた物性を容易
に確保することができる。
【００４１】
　また、前記重合体と前記重合体粉末の熱分解温度の差は、略５０℃以下であってもよく
、例えば、略２０℃以下であってもよいし、例えば、略２℃ないし２０℃であってもよい
。前記「熱分解温度」は、前記重合体に熱を加えてこれが分解される温度を測定したもの
であって、具体的に熱分解解釈装置（ＴＧＡ）を用いて測定することができる。前記熱分
解温度の差が小さいほど前記重合体粉末の製造過程で原料の物性変化が少ないことを意味
し、前記重合体と前記重合体粉末の熱分解温度の差が前記範囲を満たすことで、前記重合
体粉末が重合体自体の特性に起因した優れた物性を容易に確保することができる。
【００４２】
　以下では、本発明の具体的な実施例を提示する。ただし、以下に記載した実施例は本発
明を具体的に例示したり説明するためのものに過ぎず、これによって本発明が制限されて
はならない。
【００４３】
　<実施例及び比較例>
　実施例１
　ペレット（ｐｅｌｌｅｔ）形状のポリ乳酸樹脂を圧出機に投入し、前記ポリ乳酸樹脂を
２５０℃の温度で溶融させてポリ乳酸溶融物を製造した。次いで、前記ポリ乳酸溶融物１
００重量部に対して、５重量部の二酸化炭素超臨界流体を投入した後で加圧し、混合及び
分散させることで混合組成物を製造した。次いで、前記混合組成物を噴射ノズルに注入し
て、温度が２０℃であるチャンバー内に噴射させると同時に、冷却させることでポリ乳酸
粉末を製造した。
【００４４】
　比較例１
　ペレット（ｐｅｌｌｅｔ）形状のポリ乳酸樹脂を冷凍粉砕し、ボールミル（ｂａｌｌ－
ｍｉｌｌ）工程を通じてポリ乳酸粉末を製造した。
【００４５】
　比較例２
　ペレット（ｐｅｌｌｅｔ）形状のポリ乳酸樹脂を圧出機に投入し、前記ポリ乳酸樹脂を
２５０℃の温度で溶融させてポリ乳酸溶融物を製造した。前記ポリ乳酸溶融物を４００℃
まで昇温させ、噴射ノズルに注入して温度が２０℃のチャンバー内に噴射させると同時に
冷却させることでポリ乳酸粉末を製造した。
【００４６】
　<評価>
　実験例１：平均粒径及び粒度分布の測定
　前記実施例１及び比較例１に対して、レーザー回折粒度分布測定機（Ｍｉｃｒｏｔｒａ
ｃ社、Ｓ３５００ Ｓｅｒｉｅｓ）を用いて平均粒径及び粒度分布を測定し、下記表１に
記載した。また、前記実施例１によって製造されたポリ乳酸粉末を撮影した写真を図１Ａ
に記載し、前記比較例１によって製造されたポリ乳酸粉末を撮影した写真を図１Ｂに記載
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した。また、前記実施例１の重合体粉末の粒径による粒度分布グラフを図２に記載した。
【００４７】
【表１】

【００４８】
　実験例２：重量平均分子量（Ｍｗ）及び熱分解温度（Ｔｄｅｃ）の差の測定
　前記実施例１及び比較例２に対し、原料のペレット（ｐｅｌｌｅｔ）形状のポリ乳酸樹
脂、及び製造されたポリ乳酸粉末それぞれの重量平均分子量（Ｍｗ）を測定してその差を
導出し、熱重量分析（ＴＧＡ）を利用して各々の熱分解温度（Ｔｄｅｃ）を測定してその
差を導出した。その結果は、下記表２に記載した。
【００４９】
【表２】

【００５０】
　前記表１及び図２の結果を参照すれば、本発明の一実現例よって製造された実施例１の
ポリ乳酸粉末が２０μｍないし３００μｍの平均粒径を有しながら、粒径１０μｍ未満の
粒子と粒径３００μｍ超過の粒子がいずれも１０質量％以下の粒度分布を有することが分
かる。
【００５１】
　また、図１Ａおよび図１Ｂの結果を通じて、実施例１のポリ乳酸粉末は、本発明の一実
現例による重合体粉末の製造方法によって製造されることで、球状で前記範囲の平均粒径
範囲を表すことが確認できる。
　一方、冷凍粉砕及びボールミル工程を通じて製造された比較例１のポリ乳酸粉末は、実
施例１に比べて平均粒径が大きくて、粒度分布が均一でないことが分かる。
【００５２】
　また、前記表２の結果を参照すれば、本発明の一実現例よって製造された実施例１のポ
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量の減少及び熱分解温度の変化が少ないことが分かるし、これによってポリ乳酸自体に起
因する優れた物性をよりよく実現することが分かる。
 
 

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】
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